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第 1 章 緒言 

第 1 項 スポーツスポンサーシップについて 

近年企業のマーケティング戦略の一環として、スポーツスポンサーシップへの関心は高

まってきている（１）。スポーツスポンサーシップは「スポーツ組織と、それらに資金や資

源を投資または支援する企業との相互交換（mutual exchange）関係」（１）と定義されて

いる。スポーツ組織は、運営資金、製品・サービス提供（in-kind）,メディアサポートなど

を求め、スポンサーとなる企業は、企業や商品・サービスの認知度、ブランドイメージの

向上、イベント会場での直接販売の機会、関係者をもてなすためのホスピタリティ機会の

確保などを期待している（２）。スポンサーシップは、従来の広告・広報活動とはいくつか

の点で大きく異なり（２）、「商品・サービス」「価格」「場所」「プロモーション」というマ

ーケティング・ミックスに統合された戦略である（３）。しかし、スポンサーシップを結ん

だスポーツ組織や企業の当事者らがそれぞれの目的を達成できるかどうかは不確実である

（４）。単なる企業の経営悪化によってではなく、企業のマーケティング戦略として、スポ

ンサーシップが有効に活用できていない（５）、スポーツ組織がスポンサーシップの中身を

理解していない（６）（７）等により、スポーツイベントやスポーツチームからのスポンサ

ー離れが起きているとも指摘されている（８）。 

 

第 2 項 スポーツスポンサーシップの目的及び効果 

スポーツ組織に投資する企業はスポンサーになることによって多くの効果を期待して
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おり、スポンサーを獲得しようとするスポーツ組織は企業が求める効果を理解することが

重要である。企業がスポンサーとなるか否かの意思決定の基準は多種に及ぶ（２）。たとえ

ば「気づき・認知度の向上」「イメージの改善と向上」「試験販売や直接販売の機会確保」

「ホスピタリティ機会の確保」の 4 つが指摘されている（９）。企業の意思決定に影響を及

ぼす基準として「企業や自社商品・サービスの認知度向上」「企業イメージの改善」「特定

の市場セグメントとの結びつきの強化」「地域との関係構築」「関連企業や顧客との友好関

係の構築」「メディアの露出増加」「製品やサービスの売り上げ向上」「他社との競合的優位

性の構築」「ホスピタリティやエンターテインメント機会の確保」「権利やネーミングライ

ツ権の確保」などが指摘されている（２）。 

 

第 3 項 スポーツスポンサーシップの選択基準に関する研究 

スポンサーシップ先の選択基準の重要度に関しカナダの企業を対象に調査した研究で

は、上位から独占的な広告であること、知名度の向上、イメージの向上、イベント会場で

の看板設置、（スポンサー企業の）ターゲットとなりうる（スポーツ）観客、販売促進、効

果を定量化できること、全国的なテレビ放送があること、コミュニティにおける関係、地

元新聞印刷報道や、地方局テレビ取材の有無、ラジオ放送の有無、従業員のモチベーショ

ン、サンプリングの機会など様々な基準が報告されている（１０）。企業による長期的で安

定的なスポンサーシップは保証されているものでないため、スポンサーシップを存続させ

る方法について検討をする必要がある（１０）。よって企業におけるスポーツスポンサーシ
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ップの選択と評価の基準、またはスポンサーシップを継続するもしくは中止するかにの選

択に関する評価の基準については、企業やスポーツ組織にとって重要な情報であると考え

られる。 

 

第 4 項 研究目的 

企業におけるスポーツスポンサーシップの選択と評価の基準、またはスポンサーシップ

を継続するもしくは中止するかにの選択に関する評価の基準については、企業やスポーツ

組織にとって重要な情報であると考えられる。 

よって本研究の目的は、２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会における東

京 2020 スポンサーシッププログラムにおいて、グループ親会社が東京 2020 オリンピック

ゴールドパートナーにオフィシャルパートナー契約を結んだことよって同グループ子会社

である N 社のスポーツスポンサーシップの選択と評価の基準に影響が与えられたのかを、

N 社のスポンサー担当者によるスポンサー先の競技団体を絞り込む過程におけるプロセス

と選択要因について焦点を当て検討することである。 
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第 2 章 研究方法 

第 1 節 調査方法  

第１項 調査対象企業の選定 

 本研究の目的は、グループ親会社である T 社がオリンピック大会ゴールドパートナー契

約を結んだ影響がグループ子会社である N 社の担当者が行うスポンサー先の絞り込みに

影響を与えているのかを検討することである。 

本研究において対象とする企業 N 社は東京に本店を有する損害保険会社である。1908

年に創業し、2018 年 3 月 31 日現在で従業員約 2200 名と代理店約 13000 店を有する企業

である。2006 年 9 月 30 日にグループ親会社と経営統合を行っている。 

 

オリンピックのスポンサーシップにおいて国際オリンピック委員会（ International 

Olympic Committee: 以下、 IOC）から認定される TOP ワールドワイド・パートナーは

一業種一社の原則が貫かれている。開催国・地域のオリンピック委員やや大会組織委員会

が認定するオリンピック公式スポンサーは、同一業種で複数の企業が公式スポンサーとな

っているケースもしばしばみられるが（11）、N 社においても親会社であり東京２０２０

ゴールドパートナー企業であるグループ会社 T 社から「呼称使用権」「マーク類の使用権」

「チケット購入権」「大会ボランティア（優先枠）」を購買し 2018 年 1 月より権利を有し

ている。同一業種で複数社によるスポンサーが増えているのは、一方で一社にスポンサー

シップを独占させるよりも複数社のスポンサーを募る方がスポンサー料収入総額を多くで
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きる場合があると主催者側が考えるようになったからではないだろうかという指摘がある

（１１）。 

 

本研究が対象としているスポーツスポンサーシップ先の選定を始めた 2017 年 11 月時点

において、N 社のスポーツ組織やスポーツ選手に対するスポンサーシップ契約は行われて

いなかった。2018 年 1 月に T 社から「呼称使用権」「マーク類の使用権」「チケット購入

権」「大会ボランティア（優先枠）」を購買した後である本研究で調査を行った 2018 年 11

月時点において、本研究が対象としたスポンサー選択以外のスポーツスポンサーシップ契

約を N 社は行っていなかった。これらのことから、N 社の担当者らが親会社 T 社のオリ

ンピック大会ゴールドパートナー契約を結んだ影響を受けてスポンサー先の選択を行った

かどうかを検討が行える時期の調査期間であると考える。 

 

 本研究が対象としたスポーツスポンサーシップ契約は、N 社としてはじめてのスポーツ

スポンサーシップ契約であり、かつインタビュー対象者となる社員も以前にスポーツスポ

ンサーシップ先の選択等の業務は行ったことがない社員であったことが確認されている。 

 

第２項 インタビュー対象者の選定 

本研究の目的が N 社の担当者自身が持ったスポーツスポンサーシップ先の選定要因を

明らかにすることであるため、インタビュー対象者はその選定に深く関わっている者であ
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る必要がある。インタビュー対象者の選定に関しては、本研究が対象としている N 社にお

けるスポーツスポンサーシップ先の選定に全段階に参加した社員をインタビュー対象者と

して協力を要請した。人事異動の都合で第二段階から参加した社員（Y 氏）は含めず、N

社のスポーツスポンサーシップ先の選定の全段階に参加した社員は 2 名であり、該当する

広報グループ所属の社員 2 名（M 氏・I 氏）に対しグループインタビューを実施した。 

 

第３項 インタビューの実施 

本研究では N 社の担当者がスポーツスポンサーシップ先の選定に関する要因を検討す

ることを目的とする。先行研究から、企業のスポーツスポンサーシップ先選択には、多様

な要因が影響を与えることが明らかになっていることから N 社の担当者のスポーツスポ

ンサーシップ先選定に関しても様々な要因が影響を与えたことが考えられ、意味合いや性

質を検討するためには質的研究が有効と考え、半構造化インタビューを実施した。 

期間は 2018 年 11 月 13 日と 2018 年 11 月 20 日の 2 回に分け、各回約 90 分から 100 分

程度のインタビューを行った。インタビュー実施の前に、本研究の研究目的やインタビュ

ー対象者の発言に適切や不適切などという評価を行わないこと、テキストからは個人や企

業が特定されないような十分な配慮を行い、データは研究目的以外の使用は行わないこと

を伝えた。内容は IC ボイスレコーダーにより録音し、逐語録を作成した。 

 

インタビュー内容は、担当者らのスポーツスポンサーシップ先の選定プロセス及び選定
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方法、担当者らがスポーツスポンサーシップ先を選定する際に意識した観点について把握

することを目的とした。スポンサーシップ先の選定プロセスにおける段階に沿った流れで

インタビューを進めつつも、その上でインタビュー対象者らが、できる限り自由に発言が

できるように心がけた。 

 

第 3 節 分析方法と分析対象 

第１項 分析方法 

インタビュー調査では、担当者らのスポーツスポンサーシップ先の選定プロセス及び選

定方法と担当者がスポーツスポンサーシップ先を選定した要因に関連していると思われる

事柄についてスポーツスポンサーシップ先の選定プロセスにおける段階に沿った流れをで

きる限り守りつつも、インタビュー対象者らが自由に発言を行えるようにインタビューを

進めた。そのため、逐語録から作成した全データからまとめて概念を抽出すると、選定プ

ロセスにおける段階や時系列が散失される可能性がある。本研究では N 社のスポーツスポ

ンサーシップ先の選定プロセスを明らかにすることも主な目的であるため、逐語録のデー

タから概念を抽出する前に、選定プロセスの段階毎にデータの整理を事前に以下のように

分別した。 

 

➀ [選定プロセス]-スポーツスポンサーシップ先の選定プロセスに関する内容 

② [選定要因]-スポーツスポンサーシップ先の選定する要因に関連していると思われる
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内容 

 

その後、②［選定要因］に分類したデータを、文章の流れや選定プロセスにおける段階

や時系列を崩さないために、インタビューの逐語録における前後の流れを確認しながら、

担当者のスポーツスポンサーシップ先の［選定要因］を選定プロセスにおける段階別（選

定段階１・選定段階２）に整理した。その上で選定の段階別に担当者のスポーツスポンサ

ーシップ先［選定要因］の分析を行った。 

表 1.主な選定プロセス 

 

 

選定段階別に整理されたデータを KJ 法を参考にデータ分析を行った。 

１）文字データに対し [選定要因]-スポーツスポンサーシップ先の選定する要因に関連し

ていると思われる内容にコーディングを行い、類似する内容毎に集約し小カテゴリーを作

成し、表札付けを行った。 

 

２）続いて書く小カテゴリーの概念を類似する内容毎に集約し、中カテゴリーを作成し、

表札付けを行った。この時小カテゴリー名のような単語でカテゴリー名をつけない 

主な選定プロセス

2017年 11月 13日 N社が第三者機関に調査依頼

2018年 2月 15日 第三者機関による調査内容第一回報告会

2018年 2月 26日 [選定段階１]担当者によるスポーツスポンサーシップ先候補の絞り込み

2018年 4月 16日 第三者機関による調査内容第二回報告会

2018年 4月 24日 [選定段階2］担当者によるスポーツスポンサーシップ先（最終候補）の決定

年月
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第２項 分析対象 

本研究は N 社のスポーツスポンサーシップ先の選定要因を明らかにすることを研究目

的としている。よって、N 社の社員である担当者自身が行ったスポーツスポンサーシップ

先の選定に焦点を当てている。インタビュー調査を行った際に、インタビュー対象者から

提供された「［選定段階１］において担当者 I 氏自身が作成した資料」と「［選定段階１］

において担当者２名が使用した資料」の計２点は、担当者自身が行ったスポーツスポンサ

ーシップ先の選定に関する情報が多く含まれていると考える。川喜田（1970）は「定量的

であることよりも、むしろ定性的に豊かであるようなデータを集める、また関係があるか

ないか、不確かではあるが、少なくとも間接的に関係がありそうなデータまでも検索して

拾っていくことを心がけた」と述べていることからも、提供された担当者自身が行ったス

ポーツスポンサーシップ先の選定に関する情報が多く含まれることが想定されるため、提

供された資料 2 点をインタビュー内容と照らし合わせながら分析の際に参照することとし

た。 

また、本研究では N 社のスポンサー担当者によるスポンサー先の選択を絞り込む過程に

おけるの要因と選択プロセスの過程に焦点を当て検討することを研究の目的としているこ

とから、調査対象となる期間は担当者によるスポーツスポンサーシップ先の絞り込みが合

計 2 回行われた 2018 年 2 月 26 日から 2018 年 4 月 24 日の期間内とし、その期間に担当

者が行ったスポーツスポンサーシップ先の絞り込みのプロセスとそのプロセスにおいて選

定要因となった内容のみについて検討する。 
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第 3 章 結果 

第 1 節 N 社のスポーツスポンサーシップ先選定のプロセス 

N 社のスポーツスポンサーシップ先の選定プロセスを明らかにするにあたり、インタビ

ューから得られた情報の中で、N 社の担当者らのスポーツスポンサーシップ先の絞り込み

の選定プロセスを表す内容とスポーツスポンサーシップ先の候補の選定状況を時系列順に

整理した結果、下記のように明らかになった。 

表 2.選定プロセスと選定段階 

 

N 社は早稲田大学スポーツビジネス研究所（以下、外部組織とする）にスポーツスポン

サーシップ先の選定に関する調査依頼を行っている。外部組織は選定プロセスにおいて計

2 回の調査を行い、その内容を N 社の担当者に報告を行っている。2018 年 2 月 15 日の

調査内容第一回報告会にて外部組織から提示された資料は表 3~表５に示す。［選定段階

１］において担当者 I 氏自身が作成した資料は表 6―表 7 に示す。［選定段階１］におい

候補数 選定プロセス

2017年 11月 13日 N社が外部組織に調査依頼

2018年 2月 15日 外部組織による調査内容第一回報告会

I氏による協会ウェブサイトの調査

M氏・I氏が個別で各候補を各自が評価

M氏・I氏による打ち合わせ

2018年 2月 26日
[選定段階１]担当者による

スポーツスポンサーシップ先候補の絞り込み

2018年 4月 16日 外部組織による調査内容第二回報告会

M氏・I氏・Y氏による打ち合わせ

2018年 4月 24日 1
[選定段階2］担当者による

スポーツスポンサーシップ先(最終候補)の決定

41

6

年月
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て担当者２名が使用した資料は表 8 に示す。2018 年 4 月 16 日の調査内容第二回報告会

にて外部組織から提示された資料は表９に示す。 

 

担当者らがスポーツスポンサーシップ先の最終候補である 1 競技団体に絞り込みをする

までに、まず 41 の競技団体の候補から 6 の競技団体の候補に絞った。さらに 6 の競技団

体の候補から 1 つの競技団体の最終候補に絞り込みを行う形で、N 社は大きく 2 つの選

定段階を設けていたことが明らかになった。 

 

【選定プロセス詳細】 

・調査内容第一回報告会には N 社側は M 氏・I 氏・K 氏（2018 年 3 月に広報グループ外

へ異動）が参加し。外部組織から表 3~表 5 に関する説明を受けた。 

 

・選択段階 1 においては、担当者 M 氏と I 氏がそれぞれ別個に 41 候補に対し記号（〇△

×など）を用いて 1 候補ずつ評価を行った。その上で M 氏と I 氏の両名〇もしくは◎と

評価した 6 候補を選定した（表 8）。 

 

・調査内容第二回報告会には N 社側は M 氏、I 氏、Y 氏（2018 年 4 月に広報グループへ

異動）、Ｘ氏が参加した。選択段階 1 において絞った 6 種目の競技団体に対して行われた

ヒアリング調査の内容についての資料（表９）の説明を受けた。 
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・選択段階 2 においては、Ｍ氏、Ｉ氏、Ｙ氏の 3 名が話し合いを行った結果、1 種目に候

補が絞りこみが行われた。 
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表 3. 調査内容第一回報告会にて外部組織から提示された資料（1/ 3）
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表 ４ 調査内容第一回報告会にて外部組織から提示された資料（2/ 3） 
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表 4. 調査内容第一回報告会にて外部組織から提示された資料（2/ 3） 
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表 5. 調査内容第一回報告会にて外部組織から提示された資料（3/ 3） 
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表 6.［選定段階１］において担当者 I 氏自身が作成した資料（1/2） 

 

※表内の□には N 社の社名が入る（一部筆者改変） 
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表 7.［選定段階１］において担当者 I 氏自身が作成した資料（2/2） 
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表 8. ［選定段階１］において担当者２名が使用した資料 

 

※表内の□は I 氏、■は M 氏の苗字が入る 

（一部筆者改変） 
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表 9. 調査内容第二回報告会にて外部組織から提示された資料 
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表 10. 選定プロセスに参加した社員（参考） 

 

第 2 節 スポーツスポンサーシップ先の選定の要因 

 分析の結果、N 社の担当者におけるスポーツスポンサーシップ先の絞り込みにおける選

定要因が下記のように明らかになった。選定段階 1 における大カテゴリーは 5、中カテゴ

リーは 10、小カテゴリーは 24 に集約された。選定段階 2 における大カテゴリーは３、中

カテゴリーは 4、小カテゴリーは 7 に集約された。 

表 11. 選定段階 1 における選定要因のカテゴリー 

 

名前 性別 役職

M氏 男 経営企画部　広報グループ マネージャー

I氏 女 経営企画部　広報グループ

K氏 男 経営企画部　部長（~2018年3月）

Y氏 女 経営企画部　広報グループ（2018年4月~）

X氏 男 経営企画部　部長（2018年4月~）

大カテゴリー 中カテゴリー

パラリンピック種目と比較してオリンピック種目の方が露出が多い認識

代表選手のメダルの獲得の可能性への期待

代表選手のCM等広告展開としての可能性

新聞記事上における露出への期待

競技団体ウェブサイト上のスポンサー企業の掲載の大きさ

競技団体ウェブサイト上のスポンサー企業掲載の有無

オリンピック・パラリンピック大会スポンサー権利活用に対する期待

SNS上における露出への期待

2020年大会の新種目に対する話題性への期待

実際のメディア露出への実感・体感

競技団体ウェブサイトの更新の頻度

競技団体ウェブサイト全体の見栄え

既存スポンサー企業の業種

既存スポンサー企業の競合他社の有無

既存スポンサー企業の数が少ない

既存スポンサー企業によるスポンサー権利活用の状況

社内に向けた広報活動での活用に対する期待

社内における盛り上がりへの期待度

選手雇用した場合の対応 代表選手を雇用した場合の想定

協会とのやり取りのしやすさ 競技団体の所在地と本社所在地との地理的な関係

種目に対するイメージと社内向け広報に用いるイメージとの適合

競技に対するイメージと自社・商品とのイメージとの適合

他権利の影響 オリパラ公式スポンサーとしての権利を活用しやすい

外部からの情報 外部からの情報

競技と企業の組み合わせの適合

露出の可能性への期待

競技に対する注目度への期待

外部から与えられた要因

競技団体のウェブサイトの状況

既存スポンサーの状況

社内に向けた活用

スポンサー権利の効果的な活用

露出

スポンサー関連の業務内容

競技と企業の組み合わせの適合
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表 12. 選定段階２における選定要因のカテゴリー 

 

  

大カテゴリー 中カテゴリー

競技に関して露出機会に対する期待

競技人口や愛好家の増加が今後期待される

パラリンピック種目と比較してオリンピック種目の方が注目が高いイメージ

社内においても男女関係なく盛り上がりを形成しやすいという競技へのイメージ

社内における盛り上がりへの期待

競技と社員との既存の関係 社内に競技を実際に行っている人がいる認識がある

外部から与えられた要因 外部からの情報 外部からの情報

露出

競技と社内との関係

露出の可能性への期待

社内に向けた活用
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第 4 章 考察 

第 1 項 露出 

このカテゴリーは露出への可能性の期待、競技に対する注目度への期待、の 2 つのサ

ブカテゴリーによって構成された。 

【露出への可能性の期待】 

インタビューの結果及び、表 6－表 8 においても露出に関する内容が多い。先行研究に

おいても企業のブランド露出や媒体露出測定に関する先行研究などが数多くなされてい

る。これらのことを鑑みても、Ｎ社の担当者らが露出の観点を選択要因に入れることは当

然とも言える。小カテゴリーの内容を検討すると、露出に関して複数の視点からで比較検

討していることが示唆されている。 

例えばオリンピック競技とパラリンピック競技を比較した場合は以下のような発言があっ

た。Ｍ氏「オリンピックとパラリンピックの種目を比べた時に、多分どうしてもオリンピ

ックの種目のほうが注目を集めやすいと思うんですよね。なのでどっちかといえばオリン

ピックの種目のほうがいいだろうということで…」 

 

本研究では例えば、「パラリンピック種目と比較してオリンピック種目の方が露出が

多い認識」と「代表選手のメダルの獲得の可能性への期待」という小カテゴリー同士

の比較において担当者がどちらのカテゴリーをより重要視したのかという重要度に関

する分析は行うことはできない。しかしこれらの重要度の高低は、担当者自身が持つ
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感覚によっても変化する可能性が示唆される M 氏の発言は以下の通りであった。

「（新聞に比べて）SNS は水物感があるかなという気がした。」 

 

【競技に対する注目度への期待】 

小カテゴリーの実際のメディア露出への実感・体感に関して、担当者が偶発的に経

験したその競技に関する出来事が実際のスポンサー先の選択に影響を与えた可能性を

示唆している。以上に関する M 氏の発言は以下の通りである。 

「これは私が書いていたのですが、その時テレビ番組でヒロミがクレー射撃で二―ゼ

ロ二―ゼロを目指してやってますみたいな。やっている映像とか流して 

結構上手で結構見ていて楽しくて。」（印象に残りましたか？）「そうですね。これ

広めていけば挑戦とかなれば露出度高まるかなと。」 

 

第２項 スポンサー権利の効果的な活用 

このカテゴリーは競技団体のウェブサイトの状況、既存スポンサーの状況、社内に向

けた活用の 3 つの中カテゴリーから構成された。 

これらからは担当者がスポンサー権利の効果的な活用が期待できるかを選定要因としてい

たことが読み取ることができる。 
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【競技団体のウェブサイトの状況】 

I 氏は実際に各競技団体のウェブサイトを全て比較した資料を独自に作成した経緯か

ら、競技団体のウェブサイトの内容に関して関心が高い担当者であると言える。また、ウ

ェブサイトの内容から競技団体に対する印象が変化する可能性が M 氏の発言から示唆さ

れた。 

「注目を集めた時に、なんですかね。色々そこから波及してアクティベーションとか教え

ていただいてましたけど、そういうところへの力の入れ具合とかそういう全体、SNS へ

の情報の書き込みとかそういう全体に関わってきそうな気がして、ホームページ力入れて

やってればそういうところにも強くてメディア対応もちゃんとしてとか、そういう色んな

ところまで考えての材料にした気がします。」 

 

【既存スポンサーの状況】 

先行研究（１０）にあるようにスポンサーを企業が広告として独占できるかについて

検討されていた。よって同業他社や類似した業種の企業が既存スポンサーであった場合、

選択から除外されていた（表８）。 

 

【社内にむけた活用】 

M 氏のスポンサー権利の活用の方法の一つに「社内の盛り上がり」を醸成することを

想定していることは示唆される発言は以下の通りである。 
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（やはりメダルの獲得見込みが高いといいなと思ったというのは例えばどういことでしょ

うか？）「露出もそうですが、社内の盛り上がりというのも大きなぁと。」 

 

第 3 項 スポンサー関連の業務内容 

このカテゴリーは、選手雇用した場合の対応と協会とのやり取りのしやすさの 2 つの

カテゴリーから構成された。 

 

【選手雇用した場合の対応】 

特にパラリンピック選手を雇用した場合の想定について検討されていた。 

M 氏「社員になって貰った場合、目が見えない方に対応する当社の設備などがないの

ではないかと思ったという事です。」 

 

【協会のやり取りのしやすさ】 

スポンサーシップ締結後の競技団体とのやり取りに際して、本社に近い方がやりやす

いのではないかという考えが担当者の発言から明らかになった。 

M 氏「色んな種類があってよくわからないプラス、協会が静岡で東京じゃないとやり

にくいのかなという予想の元△なんだと思います」 

 

第 4 項 競技と企業の組み合わせの適合 
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このカテゴリーは、一つのカテゴリーで構成されている。競技が持つイメージと企業

そのものや扱う商品とのイメージの適合に選択要因に含まれていた。 

担当者が所属する企業や扱う商品に対して持っているイメージと、担当者が持つスポーツ

に対するイメージが適合しなかった場合は候補から外したことが M 氏の発言から明らか

になった。「ライフルとかクレーはなんかやはり競技とはいえ、あのその撃つものな

のでちょっとあんまり会社のイメージとは合わないんじゃないのという話を」 

 

第 5 項 競技と社内との関係 

このカテゴリーは、社内に向けた活用と競技と社員との既存の関係の２つのカテゴリ

ーの構成されている。 

 

【社内に向けた活用】 

選定段階➀では確認されなかった「社内においても男女関係なく盛り上がりを形成

しやすいという競技へのイメージ」が選定段階 2 においてイメージが新たに増加し

た。これは、選定段階を追うにつれて担当者が実際にスポンサー権利を活用する想定

を具体的に行った結果、新たな概念が発生した可能性がある。選定プロセスにおける

担当者自身のスポンサーシップ先に対する認識など変化も、選定の要因として含まれ

ることが示唆された。 
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【社員と既存の関係】 

インタビューの結果スポンサーシップ先の候補にある競技を趣味として行っている社

員の存在を担当者が耳にしていた事実が明らかとなった。実際のスポンサー選択の際に、

担当者に影響を与えた可能性があるため本研究では選択要因の一部として取り上げた。 

I 氏「I さんの（ボルダリングをやっている）話もあったような気がしましたけど、な

しで考えましたよね」 

 

第 6 項 外部から与えられた要因 

このカテゴリーは、他権利の影響と外部からの情報の 2 つのカテゴリーから構成され

た。 

 

【他権利の影響】 

N 社は親会社 T 社より親会社であり東京２０２０ゴールドパートナー企業であるグル

ープ会社 T 社から「呼称使用権」「マーク類の使用権」「チケット購入権」「大会ボランテ

ィア（優先枠）」を購買し 2018 年 1 月より権利を有している背景がある。2017 年 2 月時

点では、諸権利の内容について不明確な内容があり、担当者は本研究が対象としてるスポ

ンサーシップ先の選定段階において、2020 大会のスポンサーシップ権利を購買する見込

みはあったが確定はしていなかったため、競技団体に対するスポンサーシップ支援との兼

ね合いを想定していた。 
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【外部からの情報】 

N 社は第三者機関に調査を依頼しているため、選定の際に参考にした資料は外部から

の情報と言える。また、第三者機関による報告会の際に、資料の説明を受けていることか

ら、第三者機関からの情報が担当者らの絞り込みにおける選定に影響を与えている可能性

が高いことが考察される。 
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第 5 章 結論 

本研究の目的は、N 社のスポンサー担当者によるスポンサー先の競技団体を絞り込む

過程におけるプロセスと選択要因について焦点を当て検討することであった。調査及び分

析の結果、選定段階 1 における大カテゴリーは 5、中カテゴリーは 10、小カテゴリーは

24 に集約された。選定段階２における大カテゴリーは３、中カテゴリーは 4、小カテゴ

リーは 7 に集約された。これらによって抽出された N 社の担当者らがスポンサー先の競

技団体を絞り込んだ選定要因は、露出、スポンサー権利の効果的な活用、スポンサー関連

の業務内容、競技と企業の組み合わせの適合、外部から与えられた要因である。先行研究

を支持する選択要因であるが、N 社がスポンサーシップ先の選択の際に第三者機関に依

頼した点と、東京 2020 大会のスポンサー権利を購買する見込みがあった背景や、N 社に

おいて初めてのスポンサーシップの選定であったことが本研究で明らかにした選択要因に

含まれている。 

 

本研究の限界として、調査対象が N 社のシングルケーススタディであるため企業のスポ

ーツスポンサーシップ選択要因を包括的に明らかにすることはできない。本研究が様々な

背景や特徴がある企業のスポンサーシップ先の選択要因の研究の蓄積の一部となり、今後

の研究によって企業のスポンサーシップ先の選択要因についての知見の蓄積と検討が望ま

れる。 
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